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目的：2011~2012 年度に、養護教諭へのアンケート調査という手法で、長野県下における摂食障害の実
態調査を実施し、本県における小中高校生の実態を初めて明らかにした。本研究では、約 10 年経過後
の現在の実態を知ること、さらに、いわゆる「コロナ禍」の前後で実態に変動があるかどうかを知る
ことを目的とした。
方法：県内全 363 小学校、全 193 中学校、全 108 高校の養護教諭へのアンケートによって、①摂食障害
と診断され現在医療機関を受診している児童・生徒数、②現在、摂食障害が疑われ医療機関を受診し
ている児童・生徒数、③現在、摂食障害が疑われているが医療機関を受診していない児童・生徒数を
把握し、調査時点における有病率を算出した。
結果：小学 5、6 年の回答が得られた 167 校の総在籍人数 16,715 人（女子 8,107 人、男子 8,608 人）
の中で、疑い例も含め女子 10 人、男子 3 人の摂食障害事例が認められ、有病率は女子 0.123%、男子
0.035% であった。中学生については、回答が得られた 88 校の総在籍人数 24,076 人（女子 11,737 人、
男子 12,339 人）の中で、疑い例も含め女子 46 人、男子 11 人の摂食障害事例が認められ、有病率は女
子 0.392%、男子 0.089% であった。高校生については、回答が得られた 51 校の総在籍人数 23,030 人
（女子 10,967 人、男子 12,063 人）の中で、疑い例も含め女子 28 人、男子 1 人の摂食障害事例が認めら
れ、有病率は女子 0.255%、男子 0.008% であった。また、「コロナ禍」前後で比較すると、中２女子で
有意な増加が認められ、他の学年においても増加傾向が認められた。
考察：摂食障害の事例は、前回調査時に比べて増加していることがわかった。特に、中３女子、中１
男子、中２男子では有意に増加していた。「コロナ禍」の影響については、今後の推移を注視したい。
Key words：摂食障害（eating disorders）、回避性・制限性食物摂取症（ARFID：Avoidant/restrictive 
food intake disorder）、有病率（prevalence）、学齢期（school age）、COVID-19

Ⅰ．目的

摂食障害は、思春期・青年期に発症することが多
く、精神疾患の中では死亡率の高い疾患であること
が知られている 1）－ 3）。摂食障害のうち、アメリカ精
神医学会の DSM（精神疾患の診断統計マニュアル）
-IV 4）で定義される神経性無食欲症の全死亡の死亡率
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は 5.10 ／千人年、全死亡の標準化死亡比は 5.86、神
経性過食症については死亡率は 1.74 ／千人年、全死
亡の標準化死亡比は 1.93 と報告されている 5），6）。摂
食障害は食習慣の乱れを通して生活機能の全般を障
害する疾患である 7）。2013 年に改定された DSM-5 8）

の診断基準によると、主に、神経性やせ症（神経性
無食欲症、Anorexia nervosa: AN）と神経性過食症

（BN：Bulimia nervosa）、に大別され、さらに AN
であっても過食嘔吐や下剤濫用などの排出行動を伴
うかどうかでさらに類型化されている。また、DSM-
IV 4）にはなかった、やせ願望を伴わない「不食」を
主症状とする回避性・制限性食物摂取症（ARFID：
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Avoidant/restrictive food intake disorder）が新たに
類型化された。

摂食障害を取り巻く課題として、①低年齢化、②
遷延化、③高齢化という 3 点が挙げられるように
なって久しい 9）。著者らは、2011 年度 ~2012 年度に
かけて、長野県内の小・中・高等学校における摂食
障害の実態調査を実施し、①の「低年齢化」が本県
でも確実に認められることを報告した 10）。小学校 5
年生の事例が養護教諭から報告され、本県児童・生
徒の有病率は、東京都のような大都市圏に匹敵する
レベルであった。学齢期の若年者の実態を把握して
おくことが重要であることが示唆された。

前回の調査は、20 年ぶりに行われた全国調査 11）

の一環であったが、その調査から約 10 年が経過した。
この 10 年の間に、実感として、摂食障害事例が減少
に転じているとは思えない。そして、2020 年 1 月に
始まった COVID-19 のパンデミックという公衆衛生
上の世界的な問題が起き、この疾患に対する感染対
策上の行動制限など、一連の政策はいわゆる「コロ

ナ禍」と言われる社会状態を生み出した。このコロ
ナ禍の間に、摂食障害患者の増加や悪化が起きたと
いう報告 12）や報道 13）がなされている。我々は、前
回調査時との比較やコロナ禍の影響があるかどうか
を知る目的で、前回と同じ手法で長野県内の小・中・
高等学校における摂食障害の実態調査を行い新たな
知見を得たのでここに報告する。

Ⅱ．方法

A．調査対象 :　長野県内に所在する公立、私立の
全 363 小学校、全 193 中学校ならびに全 108 高等学
校とし、それらの学校に所属する小学校 5 年生から
高校 3 年生までの全ての児童生徒を調査対象とし
た。内訳は、小学生 35,073 人（女子 17,125 人 , 男子
17,948 人）、中学生 55,189 人（女子 27,027 人 , 男子
28,162 人）、高校生 56,752 人（女子 27,529 人 , 男子
29,223 人） である（表 1）。
B．調査方法 :　コロナ禍での調査という特殊事情
も鑑みて、調査については WEB 調査の形で実施し
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表表 11  調調査査対対象象者者 
 
  小 5 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高 2 高 3 

女女子子  

在籍児童・生

徒総数（人） 
8555 8570 8924 8994 9109 8999 9151 9379 

有効回答児

童・生徒数

（人）  

4026 4081 3888 3909 3940 3600 3660 3707 

調査対象学

校数（校）  
363 363 193 193 193 108 108 108 

有効調査票

数（件）  
167 167 88 88 88 51 51 51 

回 収 率

（％） 
47.1 47.6 43.6 43.5 43.3 40.0 40.0 39.5 

男男子子  

在籍児童・生

徒総数（人） 
9000 8948 9157 9461 9544 9593 9847 9783 

有効回答児

童・生徒数

（人）  

4338 4270 3994 4124 4221 4010 3998 4055 

調査対象学

校数（校）  
363 363 193 193 193 108 108 108 

有効調査票

数（件）  
167 167 88 88 88 51 51 51 

回 収 率

（％） 
48.2 47.7 43.6 43.6 44.2 41.8 40.6 41.4 

 

表 1　調査対象者
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た。調査対象となった学校の養護教諭に対して、長
野県教育委員会保健厚生課より、調査依頼状と回答
の URL を記した調査票をメールで送付していただい
た。回答については、WEB 回答だけでなく、FAX
による回答も受け付けることとし、選択は養護教諭
に委ねた。調査は 2021 年 10 月から 12 月にかけて実
施された。
C．調査内容 :　養護教諭に送付した調査票の調査
項目は、各校の背景（国・公・私立、所在地、学校
長名）、2021 年 4 月時点の学年ごとの人数、摂食障
害の患者と疑い例の数、医療機関の受診状況、摂食
障害に関する質問や相談など（自由記述）であった。
摂食障害の患者及び疑い例の人数については、①摂
食障害（思春期やせ症、神経性過食症等）と診断さ
れ現在医療機関を受診している児童・生徒数、②現
在、摂食障害が疑われ、医療機関を受診している児
童・生徒数、③現在、摂食障害が疑われているが医
療機関を受診していない児童・生徒数の三項目であ
る。これらの項目に対する回答結果から、調査時点

における有病率を算出した。表 2 に記載した有病率
とは、疑い例も含め上記①、②、③の合計で算出し
たものである。疑い例とは②、③を合算したものを
指し、未受診率は、疑い例も含めた有病者（①、②、
③の合計）のうち、③の未受診者の割合を算出して
いる。今回の調査では、コロナ禍の前後で患者が増
えているのかどうかを知るために、過去５年間の事
例について、単年度毎に記載してもらうこととした。
すなわち、①、②、③について、2016 年度、2017 年
度、2018 年度、2019 年度、2020 年度、2021 年度の
事例数の回答を求めた。
D．統計処理：疑い例を含む摂食障害と診断され
た者の各学年における比率（有病率）を、本調査
と 2011 〜 2012 年調査とで比較した結果については、
χ2 検定によって有意差の有無を検討した。有意水準
は５％とした。
E．倫理的配慮：本調査は、長野県立大学倫理委員
会の承認を得て実施した（承認番号 E21-9）。
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表表22  長長野野県県ににおおけけるる疑疑いい例例をを含含むむ摂摂食食障障害害のの患患者者数数とと有有病病率率 
 
  小5 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高2 高3 

女女子子  

摂食障害と診断され

医療機関を受診して

いる者 （人） 

4 1 2 5 18 7 6 3 

摂食障害疑いで受診

している者（人） 
0 3 4 3 5 2 1 1 

摂食障害が疑われる

が未受診の者（人） 
2 0 1 1 7 3 3 2 

疑い例を含めた患者

総数（人） 
6 4 7 9 30 12 10 6 

児童・生徒数（人） 4026 4081 3888 3909 3940 3600 3660 3707 
有病率 （％） 0.149 0.098 0.180 0.230 0.761 0.333 0.273 0.162 

男男子子  

摂食障害と診断され

医療機関を受診して

いる者 （人） 

0 0 2 1 2 0 0 0 

摂食障害疑いで受診

している者（人） 
1 1 0 3 1 1 0 0 

摂食障害が疑われる

が未受診の者（人） 
1 0 1 1 0 0 0 0 

疑い例を含めた患者

総数（人） 
2 1 3 5 3 1 0 0 

児童・生徒数（人） 4338 4270 3994 4124 4221 4010 3998 4055 
有病率  （％） 0.046 0.023 0.075 0.121 0.071 0.025 0.000 0.000 

 
   

表 2　長野県における疑い例を含む摂食障害の患者数と有病率
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Ⅲ．結果

A．疑い例も含めた有病率
1．小学校：長野県下の全小学校 363 校に電子メー
ルにより調査を依頼し、調査遂行に有効な回答は
167 校から得られ、有効回答率は 46.0% であった。
調査対象学年の在籍児童総数は、表 1 に示すように
35,073 人（男子 17,948 人、女子 17,125 人）であっ
たが、回答の得られた学校の対象学年在籍児童数
16,715 人（男子 8,608 人、女子 8,107 人）を有病率調
査の母数とした。また、調査対象学校数と有効調査
票数についても表１に示した。

表 2 に示すように、養護教諭が把握している摂
食障害の患者及び疑い例の数は、女子が小学 5 年
で 6 人（有病率 0.149%）、小学 6 年で 4 人（有病
率 0.098%）、男子については小学 5 年 2 人（有病率
0.046%）、小学 6 年 1 人 （有病率 0.023%）であった。
小学校 2 学年の合計では、女子 0.123％、男子 0.035％
であった。女子の未受診率を算出してみると、小学
校 5 年女子で 33.3%、小学校 6 年女子で 0% となった。
2．中学校：長野県下の全中学校 193 校に電子メー
ルにより調査を依頼し、88 校から有効回答を得
た。有効回答率は、44.9% であった。調査対象学年
の在籍生徒総数は、表 1 に示すように 55,642 人（男
子 28,162 人、女子 27,027 人）であったが、回答の
得られた学校の対象学年在籍生徒数 24,076 人（男子
12,339 人、女子 11,737 人）を有病率調査の母数とし
た。

表 2 に示すように、摂食障害の患者及び疑い例の
数は、女子では、中学 1 年が 7 人（有病率 0.180%）、
2 年が 9 人（有病率 0.230%）、3 年が 30 人（有病率
0.761%）と二桁に上り、中学生になると増加するこ
とがわかった。男子では、中学 1 年 3 人（有病率
0.075%）、2 年 5 人（有病率 0.121%）、3 年 3 人（有
病率 0.071%）であった。女子は 38 校（回答校の
21.5%）から、男子は 4 校（回答校の 2.26%）から
事例の報告があった。中学校 3 学年の合計で、有病
率は女子 0.391％、男子 0.089％であった。未受診率
を算出してみると、中学校 1 年女子で 14.3%、中学
校 2 年女子で 11.1%、中学校 3 年女子では 23.3% と
なった。中学校 1 年男子で 33.3%、中学校 2 年男子
で 20.0% であった。
3．高等学校：長野県内の全高等学校 108 校のうち
養護教諭による有病率調査への有効な回答が得ら

れた学校は 51 校であった（有効回答率 40.5%）。調
査対象学年の在籍生徒総数は、表 1 に示すように
56,752 人（男子 29,223 人、女子 27,529 人）であった。
このうち、有病率調査の母集団となった生徒総数は
23,030 人（男子 12,063 人、女子 10,967 人）であった。

摂食障害の患者及び疑い例の数を表 2 に示した。
女子では、高校 1 年が 12 人（有病率 0.333%）、2
年が 10 人（有病率 0.273%）、3 年が 6 人（有病率
0.162%）であった。13 校（回答校の 56.5%）から事
例の報告があった。男子では、高校 1 年で１人（有
病率 0.025%）の事例があり、2 年、3 年には該当す
る生徒は存在しなかった。高校 3 学年の合計で、有
病率は女子 0.255％、男子 0.008% であった。女子の
未受診率を算出してみると、高校 1 年女子で 25.0%、
高校 2 年女子で 30.0%、高校 3 年女子では 33.3% で
あった。
B．COVID-19流行の影響

本調査では、前回調査と同様の調査票を使用し
たことから、過去 5 年間の摂食障害事例数を報告し
てもらうことになっていた。そして、この 5 年の期
間に COVID-19 の流行という特殊な状況を含むこと
となった。こうした特殊状況が摂食障害の発症に影
響を与えることが考えられたため、コロナ禍の前後
で比較できるように質問項目に修正を加えて質問し
た。すなわち、2016 年度〜 2019 年度と 2020 年度と
2021 年度の３群で比較できるようになったのである。
表 3 には、長野県における 2016 年度〜 2019 年度と
2020 年度、2021 年度の摂食障害の患者数の比較を示
した。2020 年度以前の年度ごとの在籍児童・生徒数
を調査していないため、有病率での比較ができない
ことから、単年度あたりの事例数で比較して傾向を
把握することとした。

2016 年度〜 2019 年度の女子の患者数は最多でも
高２女子の 2.50 人であるのに対し、2020 年度は中
２の 11 人を筆頭に、中３で 6 人、高１と高３の５
人、中１の４人とコロナ禍に入る前の水準を遥かに
超えている。そして、2021 年度についても、中３は
18 人、高１で７人、高２で６人、中２で５人、小５
で４人と高水準で推移している。男子の方は、全体
的に低水準だが、2016 年度〜 2019 年度ではほぼ０、
総数で 0.75 人であるのに対し、2020 年度は総数で３
人、2021 年度は総数で５人であった。少数ではある
が、増加しているようにも見受けられた。

112 信州公衆衛生雑誌 Vol. 18 No. 2, May 2024

Shinshu Journal of Public Health  Vol. 18 No. 2,  May 2024

杉山、鴨志田、横山



 3 

表表33 長長野野県県ににおおけけるる22001166年年度度〜〜22001199年年度度とと22002200年年度度,,  22002211年年度度のの摂摂食食障障害害のの患患者者数数比比較較 
 

     小小 55  小小 66  中中１１  中中２２  中中３３  高高１１  高高 22  高高 33  

女女子子  

2016〜2019 年度に摂食

障害と診断され医療機

関を受診している者

（人）* 

2 
（0.50） 

5 
(1.25) 

6 
(1.50) 

6 
(1.50) 

6 
(1.50) 

7 
(1.75) 

10 
(2.50) 

4 
(1.00) 

2020 年度に摂食障害と

診断され医療機関を受

診している者（人） 

2 2 4 11 6 5 2 5 

2021 年度に摂食障害と

診断され医療機関を受

診している者（人） 

4 1 2 5 18 7 6 3 

男男子子  

  

2016〜2019 年度に摂食

障害と診断され医療機

関を受診している者

（人）* 

1 
(0.25) 

0 
(0.00) 

1 
(0.25) 

0 
(0.00) 

0 
(0.00) 

0 
(0.00) 

1 
(0.25) 

0 
(0.00) 

2020 年度に摂食障害と

診断され医療機関を受

診している者（人） 

1 0 0 0 2 0 0 0 

2021 年度に摂食障害と

診断され医療機関を受

診している者（人） 

0 0 2 1 2 0 0 0 

*2016~2019年度の４年間に、摂食障害と診断され医療機関を受診している者の積算値を示し、（ ）内は、

その数値を４で除して単年度あたりに換算した数値である。 
  

表 3　長野県における 2016 年度〜 2019 年度と 2020 年度 , 2021 年度の摂食障害の患者数比較

 4 

表表44  長長野野県県ににおおけけるる疑疑いい例例をを含含むむ摂摂食食障障害害のの学学年年ごごととのの有有病病率率  22001111〜〜22001122年年調調査査ととのの比比較較  
  小5 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高2 高3 

女女子子  
  

有効回答児童・

生徒数（人） 8746 8629 9120 9165 9195 2589 2644 2396 

有病率 （％） 
2011〜2012 00..006699  00..110044  00..112211  00..115533  00..223399  00..115544  00..226655  00..116677  

有効回答児童・

生徒数（人） 4026 4081 3888 3909 3940 3600 3660 3707 

有病率  （％） 
2021 00..114499  00..009988  00..118800  00..223300  00..776611**  00..333333  00..2233  00..116622  

男男子子  
 

有効回答児童・

生徒数（人） 9222 9166 9631 9658 9600 2239 2405 2279 

有病率  （％） 
2011〜2012 00..002222  00..002222  00..000000  00..002211  00..002211  00..000000  00..000000  00..000000  

有効回答児童・

生徒数（人） 4338 4270 3994 4124 4221 4010 3998 4055 

有病率  （％） 
2021 00..004466  00..002233  00..007755**  00..112211**  00..007711  00..002255  00..000000  00..000000  

 ＊χ2検定の結果、2011~2012 年調査の有病率に比して有意に高いと認められた学年の 2021 年度の有

病率を示す。本文中にp値を示している。 

表 4　長野県における疑い例を含む摂食障害の学年ごとの有病率　2011 〜 2012 年調査との比較
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Ⅳ．考察

Ａ．長野県の学齢期男女の実態 ~前回調査結果との
比較

長野県における学齢期女子の 2021 年度の摂食障
害の有病率は、小学生 0.149% から中学 2 年生までゆ
るやかに上昇するが、中学校 3 年生で 0.761% と顕著
な上昇を見せ、高校生では 0.333％から徐々に下がっ
て、高校 3 年生の 0.167% に至る。表４には、前回調
査結果との比較を示した。

女子で前回調査の有病率を上回っているのは、小
学 5 年、中学 1 年、中学 2 年、中学 3 年、高校 1 年
の５学年であった。このうち、中学 3 年は有意に増
加していることがわかった（p=0.000）。中学 3 年が
突出して多かったことについては、COVID-19 の影
響との関連で考察する（後述）。

男子も女子と同様に、小学 5 年、中学 1 年、中学
2 年、中学 3 年、高校 1 年の５学年で前回調査の有
病率を上回っていた。中学 1 年と 2 年で有意に増加
していることがわかった（中学１年 p=0.007; 中学 2
年 p=0.016）。高校生の有病率は前回同様に 0％に近
い低水準だった（表４）。

診断基準として DSM − 5 が用いられるように
なった 2010 年代後半以降の、学齢期のこどもの摂
食障害全般の有病率を直接調査した報告は少ない。
自記式質問票 EDE-QS を用いて 2020 年 11 月から
2021 年 5 月にかけて実施された 16 歳から 19 歳のノ
ルウェーの少年 827 人少女 730 人を対象とした調査
研究の結果では、全サンプル中 9.4% が摂食障害と
診断される水準であり、女子では 16.4% にのぼった
そうである 14）。方法が異なるので単純に比較できな
いが、長野県の高校生女子の水準とはかなりの差が
あることがわかった。
Ｂ．男子の事例について

思春期の男子の事例については、女子とは異なる
要素があるので注意が必要である。前述したように、
DSM −５では、やせ願望を伴わない回避性・制限性
食物摂取症（ARFID）が新たに類型化され、摂食障
害として扱われるようになった。ARFID は男子に多
いと言われている 15）－ 17）。診断基準の改定が影響を
与えている可能性も否定できない。

男性の摂食障害に関する研究報告は 2000 年代
の半ばごろから急増している 18）。米国では、診
断基準が DSM-IV の頃で、少年男子の生涯有病

率 として AN0.3 ％、BN0.5%、12 ヶ月 有 病 率 で
AN0.2％、BN0.3% と報告されている 19）。近年の診
断基準 DSM-5 の下では、少年男子の 12 ヶ月有病率
で AN0.0％、BN1.8％というオーストラリアからの報
告 20）や、マレーシアから成人男性の 12 ヶ月有病率で
AN0.0％、BN1.5％、ARFID が 5.2% という報告が
ある 21）。

前回の調査では、本県の中高校生においては、0
〜 0.022% 程度の有病率であった。本研究では、摂
食障害の病型を問うていないため、全部含めての有
病率となる。今回の中学 2 年男子の有病率 0.121% は、
米国男子の AN の 12 か月有病率 0.20%19）に比べれば
まだ低い水準であるが、前回に比べれば増えている
ので、日本の男子の有病率もゆるやかに上昇してい
るのかもしれない。
Ｃ．COVID-19流行に伴う社会状況の変化の影響に
ついて

2020 年 1 月の COVID-19 パンデミック発生に伴い、
世界各国で、それぞれに感染症対策を講じた。多く
の国民が行動制限のある生活を余儀なくされ、少な
からずメンタルヘルスに影響を及ぼしたことが報告
されている。ロックダウンによって、自宅で過ごす
時間が長くなって摂食障害が悪化したという報告は
複数の国から出されている 22）－ 24）。摂食障害患者の
増加の報告は多く、新規患者数の増加、入院患者数
の増加、とりわけ、若年層での増加が顕著に認めら
れている。

我が国でも、自粛生活が長引き、摂食障害が悪
化したという報告がなされている。井上ら 25）は、
2019~2021 年の全国の 28 施設における AN およ
び ARFID の新規外来患者数と入院患者数を調査し、
COVID-19 流行下の 2020 年、2021 年では、新規外
来患者数と入院患者数ともに増加し、10 代でより顕
著であったことを報告している。また、Takakura
ら 26）は、2020 年 4 月を中心に、その前 1 年の「コ
ロナ禍前群」とその後の 1 年「コロナ禍群」を設定
して、病院の受診者を分析したところ、受診時年齢
が 22.5 歳から 19.0 歳に有意に低下していることを
見出した。そこで、「コロナ禍群」のうち、2020 年
4 月の１回目の緊急事態宣言発出中に新規患者とし
て来院した者を別途「宣言群」として解析し直すと、

「宣言群」では、受診時平均年齢が 14 歳であること
が明らかになったという。そして、宣言群では、制
限型の神経性やせ症（ANR）が８割を占め、ARFID 
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も増えていたと報告している。
本研究において、中学 3 年女子で 10 年前の調査

と比べて顕著に有病率が増加し（表 2）、2020 年度、
2021 年度の事例数では、中学 2 年女子、中学 3 年女
子が 2019 年度までと比べ、顕著に増加しているこ
とが明らかとなった（表 3）。調査時点の中学 3 年生
は、パンデミック開始時、一斉休校時に中学 1 年の
３学期で、緊急事態宣言発出時に中学 2 年の１学期
が始まったばかりであった。年齢としては、13 歳〜
14 歳にあたる。それまで経験したことのない学校生
活の大きな変化、それも行動を制限するという好ま
しからざる変化を多感な時期に経験したことが摂食
障害の発症につながった可能性はある。コロナ禍の
学校において、養護教諭たちは、感染対策にかなり
の時間と労力を取られ 27），28）、十分に児童生徒に寄り
添うことができなかった可能性もある。

また、増加の要因として、行動制限によって、家
族と接する機会が増えたことで、家族が食行動の
異常に早めに気づいて受診につながったことで発
覚した事例が多かったのかもしれないとの指摘もあ
る。上述の九州大学心療内科グループの研究では、

「宣言群」の予後を調べたところ、早めに治療を開
始できたせいか、回復は良好で、罹病期間が有意に
短縮されていたという 29）。COVID-19 による摂食障
害患者への影響は、必ずしも悪いものばかりではな
く、成人の事例では、制限下の生活を余儀なくされ
たことで、むしろ、異常な食行動が収まり、症状が
改善されたというケースもあったとのことである 30）。
COVID-19 の影響については今後も継続的に経過を
観察して行く必要があろう。
D．COVID-19の影響以外の要因について

若年者の摂食障害の増加については多数の研究者
が認めているところであるが、増加の要因を論じた
研究報告は少ない。ここでは、COVID-19 の影響以
外の要因として、次の２点を挙げておきたい。

１点目は、そもそも前回の全国調査実施の理由と
なった、摂食障害専門施設の設置を国に働きかける
運動の結果、摂食障害を専門に研究・診断・治療す
る医療機関（摂食障害治療支援センター設置運営事
業摂食障害全国支援センター 31））が設置され、また、
その運動の母体だった団体が一般社団法人日本摂食
障害協会と再編されて、活発に情報発信、研修活動
等を開始したことにより、摂食障害に対する知識が
広まり、当事者やその家族等の受診行動が促された

のではないかと考えられることである。
２点目は、運動部の活動を契機に摂食障害に

罹患する者が増えているのではないかと考えられ
ることである。アスリートの摂食障害については、
Sundgot-Borgen と Torstveit 32）が、2004 年に一般の
集団（4.6%）よりもエリートアスリート集団（13.2%）
では、３倍近く高い有病率であると報告している。
我が国でも、2017 年から 2021 年にかけての調査の
結果、大学生アスリート集団では摂食障害の有病率
が高いことが示された 33）。中学生、あるいは高校生
時代の活動において、すでに摂食障害発症のリスク
が生まれていた可能性が考えられる。
E．研究の限界と今後の課題

本研究の限界は、養護教諭へのアンケートに基づ
いているため、医療機関で診断された事例を除けば、
未受診の疑い例の報告は養護教諭の判断に委ねられ
ていることから、養護教諭の力量が結果に影響を及
ぼすことは避けらない点である。しかしながら、養
護教諭の６割が「摂食障害」の児童・生徒に対応し
ているという全国調査の結果が 2023 年に報道されて
いる 34）ように、この 10 年の間に、養護教諭は現場
で具体的な事例に遭遇することが多くなり、研修等
で摂食障害について学ぶ機会は増えていると思われ
るので、前回調査よりも養護教諭の判断に信頼が置
けるのではないかと考える。

また、前回調査は、国の研究班による全国調査の
一環で、高校生については全校対象ではなく、二十
数校の選抜調査としたが、小中学校に対しては、県
内で初めての全校調査ということもあり、郵送での
依頼、回収に当たり、長野県教育委員会保健厚生課
からだけでなく、学校長会でも調査の趣旨をご理解
いただいて各学校に依頼してもらうという手順を踏
んだこともあって、かなり高い回収率を得ることが
できた。それに対し、本調査はコロナ禍最中の調査
となったため、業務過多となっている養護教諭に対
し、本研究のアンケート調査で過大な負担を課すこ
とへの回避から、保健厚生課からの一斉メールでの
調査依頼、かつ、WEB 入力による回答とした。こ
うした依頼手順、回収方法の違いが回収率に影響し
たことは否めず、その回収率の差が有病率にも反映
された可能性は考えられる。例えば、校内に把握す
る事例のない学校が回答しないという事例が多かっ
たとすれば、有病率が高めに算出されている可能性
が存在する。この点には十分留意すべきである。
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なお、過去に遡っての有病率を算出するためには、
毎年度の摂食障害と診断された者の数及び毎年度の
在籍児童・生徒数を調査するべきであったが、それ
をしていなかったため、コロナ禍の前後で、有病率
が増えたのかどうかを知ることができなかったこと
は残念であった。

Ⅴ．まとめ

養 護 教 諭 へ の アン ケ ートによる 摂 食 障 害 の
2011~2012 年度に実施した実態調査から約 10 年後の
2021 年度に再び調査を実施した。その結果、長野県
の小中高校生女子の有病率は、小学生 : 0.089% （2012
年）から 0.123% へ、中学生 : 0.171% （2012 年）から
0.392%、高校生 : 0.197% （2011 年）から 0.255% へと
有病率が増加していることがわかった。男子の事例
は今回の調査でも低水準にとどまったが、中学 2 年

生では 0％から（2012 年）から 0.075% へ、中学 3 年
生では、0.021％（2012 年）から 0.121% へと有意に
増加していた。コロナ禍の前後では、すでに多数報
告があるように、摂食障害の事例は女子において増
加傾向を認め、特に中学 2 年生、3 年生で顕著な増
加が認められた。
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